予算要求資料
平成29年度当初予算　支出科目　款：衛生費　 項：医務費　 目：健康増進対策費
	事業名　新　ぎふ健康経営実践企業登録・認定事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　健康福祉政策課　政策企画係　電話番号：058-272-1111（内線2515）
　　　　　E-mail：c11221@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　５８３千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	583
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	583

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　2025年（平成37年）には、いわゆる「団塊の世代」が全て７５歳以上と
なる「超高齢社会」を迎え、医療・介護のニーズもピークに向かう。
社会保障給付は、高齢化とともに今後も増加が見込まれ、税・社会保険料
といった国民負担の増大、特に、医療・介護分野における給付の増加が顕著
である。75歳以上人口は、65～74歳人口に比べて一人当たりの医療費・介
護費が高く、さらに、本県における一人当たりの医療費、介護費の比較を行
うと、医療で約1.6倍、介護で約10.7倍と大きく増加する。 

社会保障制度改革は、国民皆保険を維持するため、団塊の世代が後期高齢
者になりはじめる直前の2020（H32）年度までに受益と負担の均衡がとれた
持続可能な制度を構築することを目的として進める必要がある。
県では、累増する社会保障関係経費の抑制を図るため、従業員等の健康づ
くりに積極的に取組む企業等を支援することにより、働く世代の健康づくり
の促進を図る。
（２）事業内容

　　　従業員の健康を経営資源と捉え、従業員のがん検診受診率向上や健康づく
り等に取り組む県内企業を登録・認定することで、働く世代の健康づくりの
推進を図り、県民の健康寿命の延伸に繋げる。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県10／10
（４）類似事業の有無

　　　岐阜県子育て支援エクセレント企業
岐阜県子育て支援企業
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	315
	審査会（２回分）

	旅費
	246
	業務旅費、審査会（２回分）

	消耗品費
	22
	審査会お茶（２回分）、認定証作製

	合計
	583
	


※このほか、印刷製本費として、チラシ作製（10,000枚）にかかる経費（195
千円）を計上。

	　決定額の考え方　

　すでに同種の制度が民間で運用されていることから、計上を見送ります。


４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　　－
（２）国・他県の状況

他県においても、健康づくりに取り組む企業を支援する制度を実施している事例がある。

【取組例】

新潟県「元気いきいき健康企業」登録制度
京都府「きょうと健康づくり実践企業」認証制度
（３）後年度の財政負担

　　　－
（４）事業主体及びその妥当性
県民の健康づくりを推進する事業であり、県負担が妥当
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
平成３０年度までに、「ぎふ健康経営実践企業」の認定を３件行い、健康経営に取組む企業の支援を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ぎふ健康経営実践企業認定件数
	未検討
（H28）
	（H　）
	（H　）
	未着手
（H28）
	3
（H30）
	％
－


○指標を設定することができない場合の理由
	－


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　－


（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　－


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　 ○
	累増する社会保障関係経費の抑制を図るため、従業員の健康づくりに取り組む県内企業を登録・認定することで、働く世代の健康づくりの推進を図り、県民の健康寿命の延伸を図る。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
制度の周知方法


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

次年度以降も登録・認定企業の増加を目指すとともに、優良事例の表彰を行うなど、健康経営に取り組む企業の拡大を目指す。


